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（コード番号 7600 東証一部） 
問合せ先  ＩＲ部           棟 近 信 司 

（03－3341－6705） 

 

「内部統制システム構築の基本方針」の改定に関するお知らせ 
 

株式会社日本エム・ディ・エム（代表取締役社長 大川 正男）は、平成 27 年 4 月 22 日 

開催の取締役会において、内部統制システム構築の基本方針を改定することを決議しましたので、

お知らせいたします。 

記 

 

「内部統制システム構築の基本方針」 

 

 (1) 当社及び子会社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

①当社グループの役職員行動規範、コンプライアンス委員会規程に従い法令等違反行為を 

未然に防止する。 

②業務執行に関し、必要に応じ弁護士その他専門家に適法性の確認をとることができる体制

を整える。 

 (2) 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

①当社の取締役の職務の執行に係る情報については、文書管理規程等に従い、文書または 

電磁的に記録し、適切に保存及び管理を行う。 

②当社の取締役及び監査役は、文書管理規程等に従いこれら文書を常時閲覧できるものと 

する。 

③当社の文書管理規程等を変更する場合は、監査役会の承認を得るものとする。 

 (3) 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

①当社のリスク管理規程に従い、個々のリスクについて管理責任者を決定し、リスクに対し

適切な予防と対策を行う。 

②当社の重大な事故、災害、不祥事等が発生した場合には、当社社長を本部長とする対策 

本部を設置し、損失を最小限に止める体制を整える。 

 (4) 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

①当社の取締役会は 3 事業年度を期間とするグループ中期経営計画を定め、グループ会社 

全体として達成すべき目標を明確にする。 

②当社の取締役会の下部組織として当社の経営会議等を積極的に活用し、取締役の職務の 

執行の効率性を確保する。 

③当社の組織規程、業務分掌規程に従い、担当部門、職務権限等を明確化する。 
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 (5) 当社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

①役職員行動規範、コンプライアンス委員会規程に従い、及び内部監査を担当する当社の 

内部監査室により、法令等違反行為の未然防止を図る。 

②当社の内部通報制度により、社内または社外の窓口に相談できる体制とする。 

 (6)子会社の取締役の職務の執行に係わる事項の当社への報告に対する体制 

当社及び子会社の取締役が出席する子会社役員会を月１回開催し、子会社において重要な 

事象が発生した場合には、子会社に対し適宜報告を義務付ける。 

 (7) 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

当社は、当社グループ全体のリスク管理について定めるリスク管理規程に従い、個々の 

リスクについて管理責任者を決定し、グループ全体のリスクを網羅的・統括的に管理する。 

 (8)子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

当社は 3 事業年度を期間とするグループ中期経営計画を策定し、当該中期経営計画を具体化

するため、毎事業年度ごとのグループ全体の重点目標を定める。 

 (9) 子会社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

当社は、当社グループの取締役及び使用人に対し、年 1 回、法令遵守等に関する研修を行い、  

コンプライアンス意識の醸成を図る。 

 (10) 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制 

①子会社との間で一定のルールを定め、子会社の重要事項の決定については親会社の承認を

得るものとする。 

②子会社との取引についても、第三者との取引と同等の基準で審査し、適正を確保する。 

 (11) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す

る事項 

取締役は、監査役がその職務を補助するための使用人を求めた場合は、これに応じ使用人を

任命する。 

 (12) 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項 

監査役の職務を補助すべき使用人は、監査役の指揮・命令に従わなければならない。当該 

使用人の任命及び解職については監査役会の同意を必要とする。 

 (13)監査役の職務を補助する使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

監査役の職務を補助すべき使用人は、他部署の使用人を兼務せず、監査役の指揮命令に従わ

なければならない。 

 (14) 当社及び子会社の取締役及び使用人が監査役に報告するための体制 

①当社グループの役職員は、法令等の違反行為等、当社または子会社に著しい損害を及ぼす

おそれのある事実については、これを発見次第、直ちに当社の監査役または監査役会に 

対して報告を行う。 

②内部通報制度を担当するコンプライアンス委員会は、当社グループの取締役及び使用人 

からの内部通報の状況について、定期的に当社監査役に対して報告する。 

 (15)監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを

確保するための体制 

監査役への報告を行った当社グループの取締役及び使用人に対し、当該報告をしたことを 
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理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループ会社の取締役及び 

使用人に周知徹底する。 

 (16)監査役の職務の執行について生ずる費用等の処理に関する体制 

監査役がその職務の執行について生ずる費用等の請求の手続きを定め、監査役から費用の 

前払い等の請求または償還等の請求があった場合には、当該請求が監査役の職務の執行に 

必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。 

 (17)その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

①監査役会に対して、取締役及び使用人からヒアリングを実施する機会を与えることとすると

ともに、代表取締役、会計監査人とそれぞれ定期的に意見交換会を開催することとする。 

②常勤監査役は、コンプライアンス委員会に委員として出席する。 

 (18)当社の財務報告の信頼性を確保するための体制 

財務報告の信頼性の確保のため、内部統制システムを構築しており、その仕組みが適正に 

機能していることを内部監査室が定期的に評価し社長に報告をする。また、内部監査室が、

財務報告における虚偽記載リスクを低減し、未然に防ぐよう監査することで、内部統制が 

有効に機能する体制としている。 

(19)当社の反社会的勢力排除に向けた体制 

反社会的勢力とは、一切の関係を遮断し、不当要求には毅然とした態度で対応する事を 

「役職員行動規範」に定めている。また、反社会勢力の対応統括部署を人事総務部と定めて

おり、警察と連携し、反社会的勢力からの不当要求等を排除する体制としている。 

 

以上 


